
１．はじめに

温室効果ガス削減は、今世紀前半に解決しなけ

ればならない最大の課題である。既に京都議定書

の約束期間が始まっているが、日本における温室

効果ガスの排出量は、目標値の６％削減とは逆に

２００７年度の速報値は８．７％（２００８年１１月１２日環境

省発表）の増加であった。このように、温室効果

ガス削減目標の達成は大変厳しい状況にあり、あ

らゆる分野においてこれに対する努力をすべきで

ある。

筆者らは、木材が地球温暖化防止の観点で有利

であることから、建設分野における木材利用を考

えている１）。ここでは、この可能性を調査するた

めに福井市内の足羽川で古い橋梁基礎であった木

杭を採取しその健全性を調査したので、その結果

と地盤特性について報告する。

２．木材採取地点

２００４年７月福井豪雨の後、福井県では５ヶ年で

足羽川河川激甚災害対策特別緊急事業による河床

掘削や橋梁架替等の工事（一部は福井縦貫線幸橋

整備事業）が進められた。この工事の最中河床よ

り昔の橋梁の基礎である丸太状の木杭が数多く発

見され、これらを掘出し調査した。図―１に、木

杭の掘出し地点を示す。それぞれ、現在の水越橋

上流付近、幸橋、木田橋下流付近である。

３．採取した木材の状況と設置期間

水越橋付近からは、直径約３０cm長さ約５mの

木杭３本と直径約１０cm長さ１～２mの木杭９本

が採取された。ヒアリングにより、１９５８年の橋梁

拡張工事の際に設置された仮設歩道用の基礎杭で

あり、設置期間は４８年と推定された。

旧幸橋基礎からは直径約２０cm長さ約２mの木

杭２本が採取された。木杭は P７橋脚基礎として

使用されていたもので、幸橋は１９３２年（昭和７年）

に架け替えられたことから、設置期間は２００１年の

橋梁架替え工事までの７４年間と推定された。

木田橋付近からは直径３０cm長さ３．５mの木杭

１本が採取された。木杭は、１９４９年（昭和２４年）

に架けられた橋脚基礎であり、設置期間は５７年と

推定された。
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図―１ 木杭の掘り出し位置

（国土地理院２万５千分の１地形図「福井」に加筆）

４．樹種の評価結果

採取された木材は、顕微鏡により木片の木口面、

柾目面、板目面を観察することで樹種を評価する

ことができる。この結果、水越橋付近、旧幸橋、

木田橋付近で採取された木杭は、それぞれ、カラ

マツ属（ロシアカラマツであると思われる）、マ

ツ属（アカマツだと思われる）、スギ属（スギ）

であることがわかった。土木工事において用いら

れる木杭は一般には松であり、スギが見つけられ

たことは意義深い。

５．健全性の評価結果

採取された木杭は、JIS JIS K１５７１：２００４に記

載の目視観察による腐朽度判定を行った。これに

よれば、河床より突出した部分では若干の損傷が

確認されたものの、地中に埋まっていた部分に関

しては極めて健全な状態であった。

６．適用条件

図―２に、それぞれの地点の地盤柱状図と木杭

の位置を示す。水越橋付近で採取した木杭は、杭

頭が約１m河床より突出し、杭の大部分は礫混

じり砂層および砂層に貫入され、N値が２０近い層

を支持層としていたと考えられる。

旧幸橋基礎から採取された木杭は、表層付近の

礫質土と礫混じり砂層に貫入され、N値１０前後の

層を支持層としていたと考えられる。

木田橋付近から採取された木杭は、杭頭部約１．１

mが長期間水で洗われ削られた痕跡があり、そ

の上部が地盤表面より突出していたと考えられる。

杭は、地表付近の粘土層に大部分が貫入され、そ

の下部の砂質シルト層を支持層としていたと考え

られる。

木杭はいずれも健全であり、これらが採取され

た地盤はいずれも地下水位以下であったが土質は

異なり、木材は土質や樹種によらず地下水位以下

であれば長期間健全性を保つと考えられることが

わかった。

図―２ 木杭掘り出し地点の地盤柱状図
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７．まとめ

以上より、木材を地中で利用すれば長期間使用

が可能であり、現在はほとんど基礎杭として木材

が使用されなくなっているが、これを見直すこと

で地球温暖化防止対策に貢献できるものと考えら

れる。
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